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○湯梨浜町買物支援事業補助金交付要綱 

令和８年３月31日 

告示第46号 

湯梨浜町中山間地域買物支援事業補助金交付要綱（令和２年湯梨浜町告示第96号）の全

部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この告示は、湯梨浜町買物支援事業補助金（以下「本補助金」という。）の交付に

ついて、湯梨浜町補助金等交付規則（平成16年湯梨浜町規則第50号。以下「規則」とい

う。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 中山間地域 鳥取県みんなで取り組む中山間地域振興条例（平成20年鳥取県条例第

63号）及び鳥取県みんなで取り組む中山間地域振興条例第２条第１項第４号の規則で

定める地域を定める規則（平成20年鳥取県規則第91号）に定められた地域をいう。 

(2) 買物支援事業 移動販売、宅配サービス、買物代行など必要な食料などの生活物資

を供給する事業をいう。 

(3) 買物福祉サービス事業 見守りを兼ねた移動販売として、要支援世帯に対し定期的

に訪問するスタッフを配置することにより、福祉と買物支援を同時に実施する事業をい

う。 

(4) 小規模高齢化集落等 高齢化率が50％以上かつ世帯数が20戸未満の集落（小規模高

齢化集落）、高齢化率が40％以上かつ世帯数が30戸未満の集落（小規模高齢化集落に

準じる集落）をいう。ただし、高齢化率が40％未満であっても、世帯数が極端に少な

い等で将来的に集落の維持が危ぶまれると町長が認める集落を含む。 

(5) 暴力団員等 湯梨浜町暴力団排除条例（平成24年湯梨浜町条例第15号）第２条第２

号に規定する暴力団員及び暴力団員でなくなった日から５年を経過していない者をい

う。 

（交付目的） 

第３条 本補助金は、本町において、買物支援及び買物サービス事業に係る取組を支援する

ことにより、買物環境の改善を図るとともに、住民が安心して暮らすための環境づくりを

目的として交付する。 
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（対象事業） 

第４条 本補助金の交付の対象となる事業（以下「対象事業」という。）は、次に掲げる事

業とする。 

(1) 買物支援事業 

(2) 買物福祉サービス事業 

２ 対象事業は次に掲げるすべての条件を満たすことを要するものとする。 

(1) 中山間地域等店舗が不足する地域で実施する事業又は自家用車等を持たず、店舗へ

の移動が困難な世帯を対象とした事業であること。 

(2) 週３回以上定期的に行う事業であること。 

(3) 事業実施に必要な関係法令に規定する許認可等を得ていること又は得る予定である

こと。 

(4) 宗教活動及び政治活動でないこと。 

(5) 運営者及び出店者に暴力団員等が含まれず、かつ運営に関与していない事業である

こと。 

(6) 社会通念上の良識に反する行為又は違法な行為を伴う事業でないこと。 

(7) 本補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）について国、

県又は町の他の助成金等の交付を受けない事業であること。 

(8) 新たに起業する場合、本補助金の交付の決定を受けた日の属する年度の３月末日ま

でに創業する事業であること。 

（補助対象者） 

第５条 本補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、別表の第２欄

に掲げる者とする。 

（補助対象経費） 

第６条 補助対象経費は、別表の第３欄に掲げる経費とする。 

２ 買物支援事業のうち、運営費については最大３年間に限り補助金の交付を行うものとす

る。ただし、中小企業法（昭和38年法律第154号）で定める中小企業者であって、鳥取県

中山間集落見守り活動支援事業実施要領（平成20年４月７日付第200800005508号鳥取県

企画部長通知）に係る協定を締結し、かつ小規模高齢化集落等で移動販売をする者が行う

買物支援事業である場合にあっては、この限りでない。 

（本補助金の算定） 

第７条 本補助金の額は、補助対象経費のうち消費税及び地方消費税を除いた経費の額に別
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表の第４欄に掲げる率を乗じて得た額（1,000円未満の端数が生じた場合はこれを切り捨

てた額とする。）以内で算定し、予算の範囲内で交付する。ただし、別表の第５欄に掲げ

る額を上限とする。 

（交付申請の時期等） 

第８条 本補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、原則として、

対象事業を開始する日の20日前までに湯梨浜町買物支援事業補助金交付申請書（様式第

１号）に次に掲げる書類を添えて提出しなければならない。ただし、４月１日から補助対

象とする場合は４月10日までとする。 

(1) 湯梨浜町買物支援事業計画書及び収支予算書（様式第２号） 

(2) 事業者の概要が把握できる資料（団体の規約、活動内容、役員及び構成メンバーの

所属、氏名等） 

(3) 事業計画の概要が把握できる図面、見積書、契約書、パンフレット等 

(4) 巡回ルート、取扱品目のわかる資料 

(5) 当該事業に係る収支計画書（現状及び３年間） 

(6) その他町長が必要と認める書類 

２ 申請者は、当該者が免税事業者、簡易課税事業者、特定収入割合が５パーセントを超え

ている公益法人等（消費税法別表第三に掲げる法人及び同法第２条第１項第７号に規定す

る人格のない社団等）であるとき、又は仕入控除税額が明らかでないときは、前条の規定

にかかわらず、仕入控除税額を含む補助対象経費の額に補助率を乗じて得た額（以下「仕

入控除税額を含む額」という。）の範囲内で交付申請をすることができる。 

３ 町長は、第１項の規定による申請を受けたときは、仕入控除税額を含む額の範囲内で交

付決定をすることができる。この場合においては、仕入控除税額が明らかになった後、速

やかに、交付決定に係る本補助金の額（変更された場合は、変更後の額とする。以下「交

付決定額」という。）から当該仕入控除税額に対応する額を減額するものとする。 

（交付決定の時期等） 

第９条 本補助金の交付決定は、原則として、交付申請を受けた日から起算して、町長がそ

の財源に充当する県の補助金の交付を申請してから当該交付の決定を受けるまでの日数

に７日を加えた日数が経過する日までの間に湯梨浜町買物支援事業補助金交付決定通知

書（様式第３号）により行うものとする。 

（事業の変更） 

第10条 本補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）が、本補助金の
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増額若しくは２割以上の減額、事業対象地域（地区）の変更又は事業の目的に特に影響を

及ぼすと認められる変更をしようとするときは、速やかに規則第10条の変更（中止・廃

止）承認申請書を町長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（実績報告の時期等） 

第11条 規則第17条の実績報告は、対象事業の完了、中止又は廃止の日から20日を経過す

る日又は本補助金の交付の決定を受けた日の属する年度（以下「交付決定年度」という。）

の翌年度の４月10日のいずれか早い日までに湯梨浜町買物支援事業実績報告書（様式第

４号。以下「報告書」という。）を、町長に提出して行わなければならない。 

２ 前項の報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 湯梨浜町買物支援事業実績報告書及び収支決算書（様式第２号） 

(2) 対象事業に係る領収書及び補助対象経費の内訳が分かる契約書等の写し 

(3) パンフレット（交付申請時と異なる場合）、巡回地図及び対象事業の成果が確認で

きる写真 

(4) 事業実施に必要な関係法令に規定する許認可等を得たことが確認できるものの写し 

(5) その他町長が必要と認める書類 

３ 補助事業者が仕入控除税額を含む額で交付決定を受けた一般課税事業者であって、実績

報告に当たり、その時点で明らかになっている仕入控除税額（以下「実績報告控除税額」

という。）が交付決定額に係る仕入控除税額（以下「交付決定控除税額」という。）を超

える場合は、補助対象経費の額からその超える額を控除して報告しなければならない。 

４ 補助事業者が仕入控除税額を含む額で交付決定を受けた一般課税事業者であって、実績

報告の後に、申告により仕入控除税額が確定した場合において、その額が実績報告控除税

額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、当該交付決定控除税額）を超

えるときは、湯梨浜町買物支援事業仕入控除税額確定報告書（様式第５号）により速やか

に町長に報告し、町長の返還命令を受けて、その超える額に対応する額を町長に返還しな

ければならない。 

（財産の処分の制限） 

第12条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産のうち、次に掲

げるものを、町長の承認を受けないで本補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交

換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。その期間は、減価償却資産の耐用年数に

関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定める耐用年数に相当する期間（同令に定め

のない財産については、町長が別に定める期間）とする。 
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(1) 取得価格又は効用の増加価格が50万円以上の機械及び器具 

(2) その他交付目的を達成するため処分を制限する必要があるものとして町長が別に定

めるもの 

（収益納付） 

第13条 補助事業者は、本補助金の交付に係る事業により取得し、又は効用の増加した財

産（以下「取得財産」という。）の処分により、収入があったときは、当該収入があった

ことを知った日から５日以内に、町長にその旨を報告しなければならない。 

２ 前項の場合において、町長がその収入の全部又は一部に相当する額を町に納付するよう

指示したときは、補助事業者は、これに従わなければならない。 

（財産に関する書類の保管） 

第14条 補助事業者は、取得財産について、処分制限期間を経過するまでの間、財産管理

台帳及びその他関係書類を整備し、これを保管しなければならない。 

（事業の継続） 

第15条 補助事業者は、その対象事業の完了の日から５年間は、対象事業を継続して営む

よう努めなければならない。 

（その他） 

第16条 この告示に定めるもののほか、本補助金の交付に必要な事項は、町長が別に定め

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに改正前の湯梨浜町中山間地域買物支援事業補助金交

付要綱第９条の規定により補助金の交付決定を受けた者については、なお従前の例による。 

別表（第４条、第５条、第６条、第７条関係） 

1 対象事業 2 補助対象者 3 補助対象経費 4 補助率 5 補助限度額 

(1) 買物支援事業 

  

 ア 移動販売車

等導入 

日用生活物

湯梨浜町に住

所を有する個人

及び町内で活動

(1) 車両の購入又

はリース経費（事

業継続のための

2分の1 

ただし、移

動販売の事業

1事業当たり

1,000千円 

ただし、事業継
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資を供給する

ための移動販

売車購入等 

する団体（事業

者、住民代表、

NPO等） 

車両購入経費を

含む。） 

(2) 事業に必要な

設備の導入、リー

ス、修繕等経費等 

(3) その他PR活動

経費等事業に必

要な経費 

ただし、特定の

品目（魚介類、野

菜花き類等）に限

定した移動販売

車両の新規導入

に係る経費及び

車内で調理加工

した食品等を販

売する移動販売

車両に係る全て

の経費を除く。 

継続のための

車両購入経費

の場合は、3

分の1 

続のための車両購

入は1台当たり600

千円 

イ 移動販売車

運営費 

本事業によ

り導入した移

動販売車の運

営に係る費用 

(1) 中小企業法

（昭和38年法

律第154号）で

定める中小企

業者であって、

鳥取県中山間

集落見守り活

動支援事業実

施要領に係る

協定を締結し、

かつ小規模高

齢化集落等で

(1) 燃料費 

(2) 車検費用 

(3) 修理費 

(4) 備品購入費（冬

用タイヤ等） 

(5) ストックヤー

ド運営費 

ただし、食料

品・日用品など概

ね10品目以上を

取り扱う（特定の

品目に限定した

10分の10 1台当たり1,000

千円 

ストックヤード

運営費70千円 
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移動販売をす

る者 

移動販売事業者

間の連携を含

む。）移動販売車

を対象とする。ま

た、(2)の買物福祉

サービス事業の

対象車両につい

ては対象外とす

る。 

(2) (1)以外の者 同上。 

ただし、(5) スト

ックヤード運営費

を除く。 

1年目10分

の10 

2年目3分

の2 

3年目3分

の1 

1台あたり 

1年目1,000千円 

2年目700千円 

3年目400千円 

(2) 買物福祉サ

ービス事業 

湯梨浜町に住

所又は事務所を

有する個人及び

団体（事業者、住

民代表、NPO等） 

(1) 買物福祉サー

ビスの実施に係

る費用（賃金、需

用費、借料・損料、

燃料費等） 

(2) その他事業実

施に必要な経費

（備品購入費、建

物修繕費など施

設、設備等の整備

費用を除く。） 

10分の10 移動販売車1台

当たり1,850千円 

ただし、集落支

援員及び地域おこ

し協力隊を活用す

る場合は、移動販

売車1台当たり650

千円 



8/8 

 


